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The contemporary world has reached a high point where the problems of 
broadcast, media, and expression deserves earnest consideration from multiple 
viewpoints.
Undergoing changes in Japanese regulation include various aspects. The 
introduction of new laws related to the broadcast and media is one example. It is 
not only under the influence of domestic politics, but also of the current discussions 
in the world. 
All the more for this reason, the revisions of the broadcast law and regulations 
on media which are closely related to the freedom of expression, have been 
subjected to various forms of arguments in Japan for several years. 
In this symposium, professor George Shishido (of Graduate school of Law, 
University of Tokyo who is a leading constitutional law scholar in Japan and 
dealing various topics regarding media and broadcast regulations including 
legislation), professor Go Koyama (of Keio University who is a leading 
constitutional law professor and specialist in the principle of fundamental rights 
protection and also a member of BPO committee) and professor Keigo Koyama 
(of Keio University who is a leading constitutional law professor and specialist in 
journalism, media law and freedom of expression) discussed over the topic 
“Recent Situation of Broadcast, Media, and Expression ―Based on the Present 
Status or Information and Telecommunications Regulation ―”. 
The argument dealt with many aspects of information and telecommunication 
regulation. Keynote lectures included arguments on a fundamental problem as 
well as the current issues  on big data and online election campaign. Lectures and 
discussion provided us with the basic viewpoints how we should treat these 
matters. 
The recent development and related regulations on broadcast, media and 
expression were introduced and discussed.  The discussion was based on the 
recent debates on the following  topics; the Internet security issue, the internet 
broadcast, the voting system, BPO and NHK, the peculiarity of Japanese 
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Journalism, and the social analysis of the media. Overall the symposium succeeded 
in providing a bird’s-eye view on the current situation of the field.
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「放送・メディア・表現の現在　―情報通信規制の現在を踏まえて―シンポジウム全文」

















































































































































































































































































セージをメールで送ると、違法なのですが、Facebook や LINE などでやった場合はど
うなのか、ということです。Facebook や LINE は電子メールではない、あくまでウェ
ブサイトのなかでのメッセージ機能であるから、一般の有権者でも選挙運動ができる
ことになっています。しかし普通の利用者からみますと、電子メールがだめで






























BPO には 3 つの委員会があります。私が所属しているのは放送人権委員会という
ところで、京都大学の曽我部先生と一緒に、委員をさせていただいております。









































































い」を押すと、問題の放送から 1 年以内か、放送日から 3 か月以内であるか、裁判で
81
争っていないか等の確認をします。これまた「はい」を押すと、Word や PDF の申し
立て用紙が出てきて、ご丁寧に記入例までついている。これで飛躍的に申し立て件数
が増えました。1 年間全然申し立てが無くて一生懸命営業活動をやったんです。それ









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































すけれども 4 対 4 のまったく五分五分ということがありました。五分五分ですと原告
の負けで勝つためには少なくとも 5 対 3 にならなければいけないのですけれども、結
局そういった日本の最高裁判事よりも日本の憲法学者よりもはるかにマシだと思われ




























エイヤとそれを認めてくれるということですね。また、New York Times v. Sullivan 事
件というのがもうひとつあってーあれは南部で起きている警察の不正を弾劾するよう
なことを言った際に事実誤認があって名誉棄損だという話になったのだけれども、矢
張りニューヨークタイムスも社屋ビルをかけてこれと闘って、最高裁はこれを擁護し
てくれるということなんですね。そういうダイナミズムに対する信頼が必要だと思う
のです。もちろん今回の秘密保護法の制定に関していろいろと意見はあります。たと
えば、緊急上程を濫用しているとかですね。。また、一般に秘密保護に関しては萎縮
効果があるとも言われています。けれども、じゃあ萎縮効果がなければ、きちんとメ
ディアはきちんと政府の内情を暴露する報道をしてきたか、という問いを立て得ると
思います。そうすると、この法律がなくてもあまりやれて来れていないのではないか
という人もいるでしょう。記者クラブに安住しているのではないか、と。むしろ、そ
のような法律ができても、我々は職責として秘密を入手するためにあらゆる手を尽く
す、いざとなれば憲法に助けてもらう、という姿勢が必要であると思います。もちろ
んそれは、きちんとした秘密保護法が出来るということが前提で、アメリカ版の NSC
を真似したのであったならば、安全保障情報に限定するとか、アメリカの情報アーカ
イブの手法をちゃんと学んでおくとかですね。ところが、なんか首相自らがですね、
放送・メディア・表現の現在
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第三者機関の陣頭指揮を執るみたいな話になっているわけでしょう？
小山剛先生：　第三者的機関！
駒村圭吾先生：　第三者「的」機関。なんというか冗談としか思えないような制度設
計をしようとしている。そういうところから、やっぱりきっちりとやるべきでしょう
ね。
司会　寺田麻佑　先生方、本当にありがとうございました。
以上
